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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品の製造ラインで利用され、当該物品を処理する物品処理装置であって、
　前記物品を分散させる分散テーブルと、
　前記分散テーブルから供給された前記物品の計量を行う複数の計量ホッパと、
　前記計量ホッパの下方に配置されて、前記計量ホッパから排出される前記物品を集合さ
せる集合シュートと、
　電気回路部を収納すると共に側面に開口部を有する収納ケースと、
　前記開口部を密閉する蓋と、を備え、
　前記収納ケースは、前記側面側に向かって下方に傾斜する上面を有し、
　前記上面における下端の前記側面からの突出量は、前記蓋の前記側面からの突出量より
も大きい、物品処理装置。
【請求項２】
　前記収納ケースは、少なくとも前記開口部の上側縁部に配置され、前記蓋に覆われる突
設部を備え、
　前記突設部は、前記側面よりも外側に張り出すと共に前記側面に沿って延在する張出部
を有し、
　前記張出部は、延在方向における端部の少なくとも一方が下端となるように下方に傾斜
している、請求項１に記載の物品処理装置。
【請求項３】
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　前記収納ケースは、本装置本体に取り付けられており、
　前記上面は、前記本装置本体側から外側に向かって下方に傾斜している、請求項１又は
２に記載の物品処理装置。
【請求項４】
　前記収納ケースには、前記上面の前記下端側の第１傾斜面と、前記第１傾斜面の前記下
端から延設され前記第１傾斜面とは逆方向に傾斜する第２傾斜面とからなる凸部が、前記
側面に沿って配設されている、請求項１～３のいずれか一項に記載の物品処理装置。
【請求項５】
　前記第２傾斜面と前記側面とが成す角度が鈍角である、請求項４に記載の物品処理装置
。
【請求項６】
　前記分散テーブル及び前記複数の計量ホッパを支持する支持フレームと、
　前記支持フレームを支持する本体フレームと、を備え、
　前記収納ケースは、前記側面に対向する他の側面が前記本体フレームに固定され、前記
本体フレームに取り付けられている、請求項１～５のいずれか一項に記載の物品処理装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物品処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　物品の製造ラインで利用される物品処理装置としては、組合せ計量装置がある。組合せ
計量装置は、被計量物を周囲に分散供給する分散供給部と、分散供給部の周囲に周状に複
数配置され、それぞれ所定量ずつ被計量物を計量して選択的に落下排出する複数のホッパ
と、ホッパの下方に配置され、排出された被計量物を集合させて排出する集合シュートと
、を備えている（例えば、特許文献１参照）。組合せ計量装置の電気回路等は、制御ボッ
クス内に収納されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－２５５１９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　組合せ計量装置は、食品等の衛生面に配慮すべき物品を計量対象とする場合、洗浄が行
われる。洗浄の際、制御ボックスにも洗浄水がかかることがある。制御ボックスには、作
業者が作業を行うために開閉できる蓋が設けられていることがある。このような構成では
、制御ボックスと蓋との間から制御ボックス内に洗浄水が浸入するおそれがある。制御ボ
ックス内への洗浄水の浸入は、電気回路のショート等といった不具合発生の原因となり得
る。したがって、制御ボックス内への洗浄水等の浸入を防止しなければならない。
【０００５】
　本発明は、防水性の向上を図ることができる物品処理装置を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る物品処理装置は、物品の製造ラインで利用され、当該物品を処理する物品
処理装置であって、電気回路部を収納すると共に側面に開口部を有する収納ケースと、開
口部を密閉する蓋と、を備え、収納ケースは、側面側に向かって下方に傾斜する上面を有
し、上面における下端の側面からの突出量は、蓋の側面からの突出量よりも大きい。
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【０００７】
　この物品処理装置では、収納ケースは、側面側に向かって下方に傾斜する上面を有して
いる。これにより、上面に付着した洗浄水等は、下端に向かって流れる。したがって、上
面に洗浄水等が溜まることを抑制できる。そして、上面における下端の側面からの突出量
は、蓋の側面からの突出量よりも大きい。これにより、上面の下端から排出される洗浄水
等が蓋にかかり難くなる。そのため、収納ケースと蓋との間から洗浄水等が浸入すること
を抑制できる。その結果、防水性の向上を図ることができる。
【０００８】
　一実施形態においては、収納ケースは、少なくとも開口部の上側縁部に配置され、蓋に
係合する突設部を備え、突設部は、側面よりも外側に張り出すと共に側面に沿って延在す
る張出部を有し、張出部は、延在方向における端部の少なくとも一方が下端となるように
下方に傾斜している。蓋を収納ケースから外したときに、洗浄水等が突設部に付着する場
合がある。このとき、張出部の延在方向における端部の少なくとも一方が下端となるよう
に傾斜しているため、洗浄水等は、張出部を伝って排出される。したがって、突設部に洗
浄水等が溜まることを抑制できると共に、収納ケース内に洗浄水等が浸入することを防止
できる。
【０００９】
　一実施形態においては、収納ケースは、本装置本体に取り付けられており、上面は、本
装置本体側から外側に向かって下方に傾斜している。これにより、上面に付着した洗浄水
等が、本装置本体の外側に落下し易くなる。したがって、本装置本体の内側や直下に洗浄
水等が落下することを抑制でき、衛生性を更に優れたものとすることができる。
【００１０】
　一実施形態においては、収納ケースには、上面の下端側の第１傾斜面と、第１傾斜面の
下端から延設され第１傾斜面とは逆方向に傾斜する第２傾斜面とからなる凸部が、側面に
沿って配設されている。このように、凸部を側面に沿って配設することにより、収納ケー
スの剛性を高めることができる。
【００１１】
　一実施形態においては、第２傾斜面と側面とが成す角度が鈍角である。第２傾斜面と側
面とにより形成される角部が鋭角である場合、角部が見え難くなるため清掃が困難となる
と共に、洗浄水や物品等が角部に溜まり易くなり、衛生性が低下するおそれがある。そこ
で、第２傾斜面と側面とが成す角度を鈍角とすることで、角部に洗浄水等が溜まることを
防止でき、衛生性の向上を図ることができる。
【００１２】
　一実施形態においては、物品を分散させる分散テーブルと、分散テーブルから供給され
た物品の計量を行う複数の計量ホッパと、計量ホッパの下方に配置されて、計量ホッパか
ら排出される物品を集合させる集合シュートと、を備える。この構成により、組合せ計量
装置として機能させることができる。
【００１３】
　一実施形態においては、分散テーブル及び複数の計量ホッパを支持する支持フレームと
、支持フレームを支持する本体フレームと、を備え、収納ケースは、側面に対向する他の
側面が本体フレームに固定され、本体フレームに取り付けられている。この構成によれば
、上面は、本体フレーム側から外側に向かって下方に傾斜する。そのため、上面に付着し
た洗浄水等が、本体フレームよりも外側に落下し易くなる。したがって、本装置本体の内
側や直下に洗浄水等が落下することを抑制でき、衛生性を更に優れたものとすることがで
きる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、防水性の向上を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
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【図１】一実施形態に係る組合せ計量装置を示す斜視図である。
【図２】組合せ計量装置の構成を模式的に示す図である。
【図３】図３は、組合せ計量装置のブロック構成図である。
【図４】図１に示す組合せ計量装置において一部の部品を外した状態を示す斜視図である
。
【図５】電機ボックスを示す斜視図である。
【図６】電機ボックスの側面図である。
【図７】電機ボックスの正面図である。
【図８】電機ボックスの断面構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、添付図面を参照して、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。なお、
図面の説明において同一又は相当要素には同一符号を付し、重複する説明は省略する。
【００１７】
（１）全体構成
　図１は、一実施形態に係る組合せ計量装置の斜視図である。図２は、組合せ計量装置の
構成を模式的に示す図である。図３は、組合せ計量装置のブロック構成図である。図４は
、図１に示す組合せ計量装置において一部の部品を外した状態を示す斜視図である。
【００１８】
　組合せ計量装置（物品処理装置）１は、物品供給シュート１０と、分散テーブル２０と
、複数の放射フィーダ３０と、複数のプールホッパ４０と、複数の計量ホッパ５０と、集
合排出シュート部６０と、タイミングホッパ７０と、計量機構フレーム（支持フレーム）
８０と、本体フレーム９０と、制御部１００と、電機ボックス１２０と、を備えている。
【００１９】
　上記構成を有する組合せ計量装置１は、以下のように機能する。組合せ計量装置１には
、クロスフィーダＣＦにより、組合せ計量装置１の被計量物としての物品が搬送される。
物品は、例えば食品である。クロスフィーダＣＦによって搬送されてくる物品は、物品供
給シュート１０に投入される。物品供給シュート１０に投入された物品は、分散テーブル
２０に供給される。分散テーブル２０は、物品を分散させながら搬送し、分散テーブル２
０の周囲に配置された複数の放射フィーダ３０に物品を供給する。放射フィーダ３０のそ
れぞれは、分散テーブル２０から供給された物品を、各放射フィーダ３０に対応して設け
られたプールホッパ４０まで搬送し、そのプールホッパ４０に供給する。
【００２０】
　各プールホッパ４０に供給された物品は、そのプールホッパ４０の下方に配置された計
量ホッパ５０へと受け渡される。制御部１００は、計量ホッパ５０が有する後述のロード
セル５６の計量値（計量ホッパ５０内の物品の計量値）を基に組合せ計量演算を行い、組
合せ計量演算の結果が所定の許容範囲内で、かつ最も目標値に近くなる物品の組合せを選
択する。選択された組合せに含まれる計量ホッパ５０内の物品は、集合排出シュート部６
０へと排出される。集合排出シュート部６０に排出された物品は、タイミングホッパ７０
に供給される。タイミングホッパ７０は、例えば、組合せ計量装置１の後段に設置された
製袋包装機等に物品を供給する。
【００２１】
（２）詳細構成
　続いて、組合せ計量装置１の構成について詳細に説明する。
【００２２】
（２－１）物品供給シュート
　図１に示されるように、物品供給シュート１０は、物品供給シュート１０に物品を投入
するクロスフィーダＣＦ（図２参照）の端部（物品供給シュート１０に物品を投入する側
の端部）の下方に配置される。また、物品供給シュート１０は、分散テーブル２０の上方
に配置される。物品供給シュート１０は、支持フレーム１２によって支持されている。物
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品供給シュート１０は、クロスフィーダＣＦが搬送してくる物品の供給を受け、分散テー
ブル２０へと物品を供給する。
【００２３】
（２－２）分散テーブル
　分散テーブル２０は、円錐状に形成されたテーブル状の部材である。分散テーブル２０
は、分散テーブル２０の上方に設置されたクロスフィーダＣＦから、物品供給シュート１
０を介して物品の供給を受ける。分散テーブル２０は、例えば、図示しない電磁石により
振動させられることで、供給された物品を周方向に分散させながら径方向外向きに搬送す
る。分散テーブル２０の外縁まで搬送された物品は、分散テーブル２０の外縁側下方に配
置された複数の放射フィーダ３０に供給される。
【００２４】
（２－３）放射フィーダ
　組合せ計量装置１は、複数（ここでは１４個）の放射フィーダ３０を有する。複数の放
射フィーダ３０は、分散テーブル２０の周囲に環状に配置されている。複数の放射フィー
ダ３０は、分散テーブル２０を中心として放射状に延びている。
【００２５】
　各放射フィーダ３０は、例えば、図示しない電磁石により振動させられることで、分散
テーブル２０から供給された物品を、径方向外向き（分散テーブル２０から遠ざかる向き
）に搬送する。各放射フィーダ３０の外縁まで搬送された物品は、各放射フィーダ３０の
外縁側下方に配置されるプールホッパ４０に供給される。
【００２６】
（２－４）プールホッパ
　組合せ計量装置１は、放射フィーダ３０と同数のプールホッパ４０を有する。図４に示
されるように、プールホッパ４０は、各放射フィーダ３０の外縁側下方に１つ配置されて
いる。プールホッパ４０には、上方に配置された放射フィーダ３０から供給される物品が
一時的に貯留される。
【００２７】
　各プールホッパ４０の下部には、ＰＨゲート４２が設けられている。ＰＨゲート４２が
開かれることで、プールホッパ４０の下方に配置された計量ホッパ５０に、プールホッパ
４０内の物品が供給される。各ＰＨゲート４２は、図示しないリンク機構が、ステッピン
グモータ４４により動作させられることで開閉する。ステッピングモータ４４の開閉は、
制御部１００により制御される。
【００２８】
（２－５）計量ホッパ
　組合せ計量装置１は、プールホッパ４０と同数の計量ホッパ５０を有する。各プールホ
ッパ４０の下方には、計量ホッパ５０が１つ配置される。計量ホッパ５０は、プールホッ
パ４０から供給された物品の重量、すなわち放射フィーダ３０からプールホッパ４０を介
して供給された物品の重量を計量する。
【００２９】
　各計量ホッパ５０の下部には、ＷＨゲート５２が設けられている。ＷＨゲート５２が開
かれることで、集合排出シュート部６０に、計量ホッパ５０内の物品が供給される。各Ｗ
Ｈゲート５２は、図示しないリンク機構が、ステッピングモータ５４により動作させられ
ることで開閉する。ステッピングモータ５４の開閉は、制御部１００により制御される。
【００３０】
　各計量ホッパ５０は、計量ホッパ５０に保持される物品を計量するためのロードセル５
６を有する。ロードセル５６は、計量機構の一例である。ロードセル５６の計量結果は、
計量信号として、図示しない増幅器を介して後述する制御部１００のマルチプレクサ１１
４に送信される。
【００３１】
（２－６）集合排出シュート部
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　集合排出シュート部６０は、排出経路部材の一例である。集合排出シュート部６０は、
内側シュート６２と、内側シュート６２の周囲に配置される外側シュート（集合シュート
）６４と、を有する。内側シュート６２は、ダスト用のシュートであり、すり鉢状を呈し
ている。内側シュート６２には、主たる排出経路から外れた物品等（ダスト）が供給され
る。
【００３２】
　外側シュート６４には、ロードセル５６の計量結果に基づいた組合せ計量後に、計量ホ
ッパ５０から組合せに選択された計量済みの物品が供給される。外側シュート６４は、計
量ホッパ５０から供給された物品を集合させてタイミングホッパ７０に供給する。
【００３３】
（２－７）タイミングホッパ
　タイミングホッパ７０は、外側シュート６４から供給された物品を、後段の製袋包装機
等に受け渡す。タイミングホッパ７０は、支持フレーム７１によって支持されている。タ
イミングホッパ７０の下部には、ゲート７２が設けられている。ゲート７２が開かれるこ
とで、後段の製袋包装機等に、タイミングホッパ７０内の物品が供給される。ゲート７２
は、図示しないリンク機構がステッピングモータ７６により動作させられることで開閉す
る。ステッピングモータ７６の開閉は、制御部１００により制御される。タイミングホッ
パ７０は、このゲート７２を閉鎖している間は、外側シュート６４から滑り落ちた被計量
物を受け、その内部に保持し、ゲート７２を開放することによって、保持した被計量物を
下方へ送り、後段の製袋包装機等に受け渡す。
【００３４】
（２－８）計量機構フレーム
　図４に示されるように、計量機構フレーム８０は、円柱状に形成されたフレームである
。計量機構フレーム８０は、主に、分散テーブル２０、放射フィーダ３０、プールホッパ
４０、及び、計量ホッパ５０を支持する。計量機構フレーム８０は、分散テーブル２０及
び放射フィーダ３０を下方から支持する。具体的には、分散テーブル２０は、計量機構フ
レーム８０の中央に設けられた上方突出部８２で支持される。放射フィーダ３０は、上方
突出部８２の周縁の、上方突出部８２より低くなっている部分で支持される。プールホッ
パ４０及び計量ホッパ５０は、計量機構フレーム８０の側面に取り付けられている。なお
、図４では、組合せ計量装置１から、放射フィーダ３０、プールホッパ４０、計量ホッパ
５０が、一部を除いて取り外された状態を図示している。
【００３５】
　計量機構フレーム８０の内部には、各種機器が収納されている。具体的には、計量機構
フレーム８０の内部には、分散テーブル２０を振動させるための電磁石（図示せず）、放
射フィーダ３０を振動させるための電磁石（図示せず）、プールホッパ４０のＰＨゲート
４２を駆動するステッピングモータ４４、計量ホッパ５０のＷＨゲート５２を駆動するス
テッピングモータ５４、及び計量ホッパ５０のロードセル５６等が収納されている。
【００３６】
（２－９）本体フレーム
　本体フレーム９０は、上下方向に配置された４本の支柱９２と、支柱９２間に配置され
た３本の梁部材９４と、４本の計量機支持フレーム９６と、環状支持フレーム９８と、を
有する。支柱９２と梁部材９４とは、隣接する支柱９２間が梁部材９４により連結される
ことで、平面視においてＵ字状に形成されている。
【００３７】
　支柱９２は、横断面が正方形状に形成された中空の部材であり、平面により構成されて
いる。支柱９２の上端の開口は、平板上の板状部材で塞がれている。支柱９２は、上下方
向の寸法が水平方向の寸法よりも大きい。支柱９２の上面９２ａは、付着した埃や、清掃
時等に付着した洗浄水等が装置本体側（本体フレーム９０の内側（計量機構フレーム８０
や集合排出シュート部６０が配置される側））に落下することを防止するため、水平面に
対して傾斜している。具体的には、支柱９２の上面９２ａは、装置本体側から外側に向か
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って下方に傾斜している。
【００３８】
　支柱９２には、カメラ装置９９が設けられている。カメラ装置９９は、例えば、分散テ
ーブル２０における物品の分散状態等を撮像する。
【００３９】
　梁部材９４は、横に延びる部材であり、平面で構成されている。本実施形態では、梁部
材９４は、支柱９２の間を水平に延びる部材である。各梁部材９４の下方には、空間Ｓが
形成されている。梁部材９４の下方に空間Ｓが形成されることで、組合せ計量装置１の下
方の清掃性を確保することが容易である。
【００４０】
　梁部材９４は、その縦断面が、四角形形状に形成された中空の部材である。梁部材９４
の縦断面は、平行四辺形形状である。具体的には、梁部材９４の縦断面は、水平方向より
も、上下方向に長く延びる平行四辺形形状である。梁部材９４の縦断面における上面９４
ａは、装置本体側から外側に向かって下方に傾斜している。言い換えれば、梁部材９４の
縦断面における上面９４ａは、計量機構フレーム８０や集合排出シュート部６０が配置さ
れる側から、計量機構フレーム８０や集合排出シュート部６０が配置されない側に向かっ
て、下方に傾斜している。
【００４１】
　梁部材９４の縦断面における下面（図示しない）も、本体フレーム９０の内側から外側
に向かって下方に傾斜している。言い換えれば、梁部材９４の縦断面における下面は、計
量機構フレーム８０や集合排出シュート部６０が配置される側から、計量機構フレーム８
０や集合排出シュート部６０が配置されない側に向かって、下方に傾斜している。梁部材
９４の縦断面における側面は、鉛直に（上下方向）に延びる。上面９４ａ及び下面９４ｂ
は、水平面に対して、例えば１５度以上傾いていることが好ましい。
【００４２】
　計量機支持フレーム９６は、計量機構フレーム８０と支柱９２との間に配置され、計量
機構フレーム８０と支柱９２とを連結する部材である。計量機支持フレーム９６は、平面
により構成された中空の部材である。計量機支持フレーム９６は、上下方向の寸法が水平
方向の寸法よりも大きい。計量機支持フレーム９６は、各支柱９２に設けられている。各
計量機支持フレーム９６は、支柱９２のそれぞれから、計量機構フレーム８０に向かって
斜め上方に延びている。計量機支持フレーム９６は、計量機構フレーム８０の下部と、後
述する本体フレーム９０の支柱９２の上部とを連結する。
【００４３】
　計量機支持フレーム９６は、支柱９２に支持される。計量機支持フレーム９６は、計量
機構フレーム８０を支持する。つまり、支柱９２は、計量機支持フレーム９６を介して計
量機構フレーム８０を支持する。
【００４４】
　環状支持フレーム９８は、集合排出シュート部６０の外側シュート６４を支持する。環
状支持フレーム９８は、円環状を呈している。本実施形態では、環状支持フレーム９８の
断面は、真円形状を呈しており、上面を含む全面が湾曲している。環状支持フレーム９８
は、フック９８ａによって、外側シュート６４を支持する。フック９８ａは、外側シュー
ト６４の外周面の上部に設けられている。フック９８ａは、環状支持フレーム９８に係合
する。フック９８ａにより、外側シュート６４は、環状支持フレーム９８において着脱可
能に設けられている。環状支持フレーム９８は、一体に形成されていてもよいし、複数の
部材が組み合わされて形成されていてもよい。
【００４５】
　環状支持フレーム９８は、本体フレーム９０の計量機支持フレーム９６に支持されてい
る。具体的には、計量機支持フレーム９６には、支柱９２と接合されている下端部の近傍
に貫通穴（図示せず）が形成されており、環状支持フレーム９８は、貫通穴に挿通されて
計量機支持フレーム９６に支持されている。
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【００４６】
　本体フレーム９０は、図示されない架台上に配置される。架台の下方には、製袋包装機
等の図示されない装置が配置され、その装置には、タイミングホッパ７０から物品が供給
される。
【００４７】
（２－１０）制御部
　制御部１００は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）１１２と、ＲＯＭ（Read Only M
emory）及びＲＡＭ（Random Access Memory）等のメモリ１１３と、を有する（図２参照
）。また、制御部１００は、マルチプレクサ１１４と、Ａ／Ｄ変換器１１５と、ＤＳＰ（
デジタルシグナルプロセッサ）１１６と、を有する（図２参照）。
【００４８】
　マルチプレクサ１１４は、ＤＳＰ１１６の命令に従い、ロードセル５６の計量信号から
１の計量信号を選択し、Ａ／Ｄ変換器１１５に送信する。Ａ／Ｄ変換器１１５は、マルチ
プレクサ１１４から受け取った計量信号（アナログ信号）を、ＤＳＰ１１６から送信され
るタイミング信号に従いデジタル信号に変換し、ＤＳＰ１１６に送信する。ＤＳＰ１１６
は、Ａ／Ｄ変換器１１５から送信されたデジタル信号に対してフィルタ処理を行う。
【００４９】
　制御部１００は、分散テーブル２０、放射フィーダ３０、ステッピングモータ４４、ス
テッピングモータ５４、ステッピングモータ７６、及びタッチパネル１１７等、組合せ計
量装置１の各部と接続されている。なお、タッチパネル１１７は、入力と出力の両機能を
兼ね備えた液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）であり、入力部及び出力部として機能する。タッ
チパネル１１７は、組合せ計量に関する各種設定等の入力を受け付ける。例えば、タッチ
パネル１１７は、分散テーブル２０及び放射フィーダ３０の振動強度や、放射フィーダ３
０の振動時間等の運転パラメータの入力を受け付ける。制御部１００では、ＣＰＵ１１２
が、メモリ１１３に記憶されているプログラムを実行することで、組合せ計量装置１の各
部を制御する。
【００５０】
　制御部１００は、具体的には、例えば、次のような制御を行う。例えば、制御部１００
は、タッチパネル１１７から入力される、分散テーブル２０及び放射フィーダ３０の振動
強度や、放射フィーダ３０の振動時間等の運転パラメータに基づいて、分散テーブル２０
や放射フィーダ３０の図示しない電磁石を制御し、分散テーブル２０や、放射フィーダ３
０を振動させる。
【００５１】
　また、例えば、制御部１００は、計量ホッパ５０における計量値を基に、組合せ計量演
算を行う。具体的には、制御部１００は、ＤＳＰ１１６によりフィルタ処理された信号を
用いて、各計量ホッパ５０に保持されている物品の重量を算出し、重量の合計が所定の目
標重量範囲で、かつ、最も目標値に近くなるよう組合せ計量演算を行う。そして、制御部
１００は、組合せ計量演算の結果を基に、計量ホッパ５０の組合せを決定し、決定された
計量ホッパ５０のＷＨゲート５２が開くよう、ステッピングモータ５４の動作を制御する
。また、制御部１００は、いずれかの計量ホッパ５０が空である場合に、その計量ホッパ
５０の上方に配置されるプールホッパ４０のＰＨゲート４２を、ステッピングモータ４４
を動作させて開く。また、制御部１００は、タイミングホッパ７０のゲート７２の開閉を
制御する。
【００５２】
（２－１１）電機ボックス
　図５は、電機ボックスを示す斜視図である。図６は、電機ボックスの側面図である。図
７は、電機ボックスの正面図である。図８は、電機ボックスの断面構成を示す図である。
以下の説明では、図６における左右方向を前後方向、上下方向を高さ方向、図８における
左右方向を幅方向とする。
【００５３】
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　電機ボックス１２０は、制御部１００を含む組合せ計量装置１の制御用機器を収納する
。図４に示されるように、電機ボックス１２０は、本体フレーム９０の支柱９２に取り付
けられている。電機ボックス１２０と支柱９２の１本との間は、パイプ１２１により連結
されている。パイプ１２１は、中空の部材であり、中空の支柱９２の内部空間と電機ボッ
クス１２０の内部とを連通する。パイプ１２１の内部には、計量機構フレーム８０に収納
されている機器等と、電機ボックス１２０内の機器等とを電気的に接続するための電線が
通されている。
【００５４】
　電機ボックス１２０は、収納ケース１３０と、蓋１４０と、を備えている。収納ケース
１３０及び蓋１４０は例えば、板状の金属部材により形成されている。蓋１４０は、収納
ケース１３０において着脱可能に設けられている。
【００５５】
　収納ケース１３０は、制御用機器（電機回路部）を収納する収納空間Ｋを有する箱体で
ある。収納ケース１３０は、上面１３０ａと、下面１３０ｂと、互いに対向する前面（側
面）１３０ｃ及び後面（他の側面）１３０ｄと、前面１３０ｃ及び後面１３０ｄを連結す
ると共に互いに対向する一対の側面１３０ｅ，１３０ｆと、を有している。上面１３０ａ
、下面１３０ｂ、前面１３０ｃ、後面１３０ｄ、側面１３０ｅ，１３０ｆは、平坦な面で
ある。
【００５６】
　収納ケース１３０は、横長の形状を呈している。具体的には、収納ケース１３０は、前
面１３０ｃ及び後面１３０ｄの幅方向の寸法が高さ方向の寸法よりも大きい。すなわち、
図７に示されるように、前面１３０ｃ（後面１３０ｄ）は、正面視において、長方形形状
を呈している。前面１３０ｃには、開口部１３１が設けられている。前面１３０ｃに開口
部１３１を設けることにより、広い開口面積を確保することができる。収納ケース１３０
は、一対の支柱９２，９２の対向方向に長手方向が沿うように、支柱９２，９２に亘って
配置される。収納ケース１３０は、後面１３０ｄが支柱９２に固定される。したがって、
電機ボックス１２０は、前面１３０ｃが装置本体の外側を向くように配置される。
【００５７】
　上面１３０ａは、装置本体側（本体フレーム９０側）から離れる外側に向かって、下方
に傾斜している。上面１２０ａは、水平面に対し１５度以上傾いていることが好ましい。
下面１３０ｂも、装置本体側から離れる外側に向かって、下方に傾斜している。下面１３
０ｂも、水平面に対し１５度以上傾いていることが好ましい。
【００５８】
　収納ケース１３０には、凸部１３２が設けられている。凸部１３２は、上面１３０ａの
下端Ｅ側の第１傾斜面１３２ａと、第１傾斜面１３２ａに延設され且つ上下方向に延在す
る端面１３２ｂと、第１傾斜面１３２ａ及び端面１３２ｂに延設され、第１傾斜面１３２
ａとは逆方向に傾斜する第２傾斜面１３２ｃと、から構成されている。第１傾斜面１３２
ａと端面１３２ｂとが成す角度は、鈍角である。端面１３２ｂと第２傾斜面１３２ｃとが
成す角度は、鈍角である。第２傾斜面１３２ｃと前面１３０ｃとが成す角度θは、鈍角（
θ＞９０度）である。図７に示されるように、凸部１３２は、前面１３０ｃに沿って、収
納ケース１３０の幅方向の全長にわたって配設されている。
【００５９】
　凸部１３２の前面１３０ｃからの突出量は、蓋１４０の前面１３０ｃからの突出量より
も大きい。すなわち、上面１３０ａにおける下端Ｅの前面１３０ｃからの突出量は、蓋１
４０の前面１３０ｃからの突出量よりも大きい。図６に示されるように、凸部１３２の前
面１３０ｃからの突出量Ｌ１は、蓋１４０における端面の前面１３０ｃからの突出量Ｌ２
よりも大きい（Ｌ１＞Ｌ２）。これにより、蓋１４０は、凸部１３２の下方に位置してい
る。
【００６０】
　収納ケース１３０は、蓋１４０に覆われる突設部１３４を有している。突設部１３４は
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、開口部１３１の縁部に沿って設けられている。突設部１３４は、張出部１３４ａと、突
出部１３４ｂと、を有している。張出部１３４ａは、前面１３０ｃよりも外側に張り出す
と共に前面１３０ｃに沿って延在している。開口部１３１の上側縁部に沿って配置された
張出部１３４ａは、延在方向における端部の少なくとも一方が下端となるように下方に傾
斜している。図７に示されるように、本実施形態では、張出部１３４ａは、延在方向にお
ける両端部が下端となるように下方に傾斜している。具体的には、張出部１３４ａは、中
央部から両端部に向かって連続的に下方に傾斜している。開口部１３１の下側縁部及び側
縁部に沿って配置された張出部１３４ａは、直線状を成している。
【００６１】
　突出部１３４ｂは、張出部１３４ａの先端から開口部１３１の外側に向かって前面１３
０ｃに沿って延在している。突出部１３４ｂは、張出部１３４ａに対して略９０度屈曲し
ている。図８に示されるように、前面１３０ｃ、張出部１３４ａ及び突出部１３４ｂによ
って、凹部が形成されている。これにより、突設部１３４は、蓋１４０が開けられたとき
に前面１３０ｃを伝って浸入した洗浄水等が収納空間Ｋに入り込むことを抑制する機能を
有すると共に、洗浄水等を流す機能を有している。
【００６２】
　蓋１４０は、長方形形状を呈している。蓋１４０は、開口部１３１を密閉する。蓋１４
０は、収納ケース１３０の突設部１３４（開口部１３１）を覆うように配置される。蓋１
４０は、例えばボルト等により収納ケース１３０に固定される。蓋１４０の縁部１４０ａ
は、外側に向かって下方に傾斜している。これにより、蓋１４０の上端部に洗浄水等が溜
まることが防止される。蓋１４０の端部には、内側に封止材１４２が全周にわたって配置
されている。封止材１４２は、例えば、ゴムである。図６に示されるように、蓋１４０が
収納ケース１３０に取り付けられたときに、封止材１４２は、前面１３０ｃに密着する。
【００６３】
（作用効果）
　以上説明したように、本実施形態に係る組合せ計量装置１は、電機ボックス１２０を備
えている。電機ボックス１２０は、収納ケース１３０と、蓋１４０と、を備えている。収
納ケース１３０は、前面１３０ｃ側に向かって下方に傾斜する上面１３０ａを有している
。これにより、上面１３０ａに付着した洗浄水等は、下端に向かって流れる。したがって
、上面１３０ａに洗浄水等が溜まることを抑制できる。そして、上面１３０ａにおける下
端Ｅの前面１３０ｃからの突出量は、蓋１４０の前面１３０ｃからの突出量よりも大きい
。これにより、上面１３０ａの下端Ｅから排出される洗浄水等が蓋にかかり難くなる。そ
のため、収納ケース１３０と蓋１４０との間から洗浄水等が浸入することを抑制できる。
その結果、防水性の向上を図ることができる。
【００６４】
　本実施形態では、収納ケース１３０は、少なくとも開口部１３１の上側縁部に配置され
、蓋１４０に覆われる突設部１３４を備えている。突設部１３４は、前面１３０ｃよりも
外側に張り出すと共に前面１３０ｃに沿って延在する張出部１３４ａを有し、張出部１３
４ａは、延在方向における端部の少なくとも一方が下端となるように下方に傾斜している
。蓋１４０を収納ケース１３０から外したときに、洗浄水等が突設部１３４に付着する場
合がある。このとき、張出部１３４ａの延在方向における端部の少なくとも一方が下端と
なるように傾斜しているため、洗浄水等は、張出部１３４ａを伝って排出される。したが
って、突設部１３４に洗浄水等が溜まることを抑制できると共に、収納ケース１３０内に
洗浄水等が浸入することを防止できる。
【００６５】
　本実施形態では、収納ケース１３０は、本装置本体に取り付けられており、上面１３０
ａは、本装置本体側から外側に向かって下方に傾斜している。これにより、上面１３０ａ
に付着した洗浄水等が、本装置本体の外側に落下し易くなる。したがって、本装置本体の
内側や直下に洗浄水等が落下することを抑制でき、衛生性を更に優れたものとすることが
できる。
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【００６６】
　本実施形態では、収納ケース１３０には、上面１３０ａの下端Ｅ側の第１傾斜面１３２
ａと、第１傾斜面１３２ａの下端Ｅから延設され第１傾斜面１３２ａとは逆方向に傾斜す
る第２傾斜面１３２ｃとからなる凸部１３２が、前面１３０ｃに沿って配設されている。
このように、凸部１３２を前面１３０ｃに沿って配設することにより、収納ケース１３０
の剛性を高めることができる。特に、収納ケース１３０が支柱９２に固定されている構成
では、収納ケース１３０の剛性を高めることにより、収納ケース１３０が取り付けられた
本体フレーム９０の剛性を高めることができる。これにより、床振動等の外乱や自装置に
よる振動を効果的に抑制することができる。その結果、ロードセル５６に対する外乱等の
影響を抑制でき、ロードセル５６における計量精度の向上を図ることができる。
【００６７】
　本実施形態では、第２傾斜面１３２ｃと前面１３０ｃとが成す角度が鈍角である。第２
傾斜面１３２ｃと前面１３０ｃとにより形成される角部が鋭角である場合、角部が見え難
くなるため清掃が困難となると共に、洗浄水や物品等が角部に溜まり易くなり、衛生性が
低下するおそれがある。そこで、第２傾斜面１３２ｃと前面１３０ｃとが成す角度を鈍角
とすることで、角部に洗浄水等が溜まることを防止でき、衛生性の向上を図ることができ
る。
【００６８】
　本実施形態では、後面１３０ｄが本体フレーム９０の支柱９２に固定されている。この
構成によれば、上面１３０ａは、本体フレーム９０側から外側に向かって下方に傾斜する
。そのため、上面１３０ａに付着した洗浄水等が、本体フレーム９０よりも外側に落下し
易くなる。したがって、本装置本体の内側や直下に洗浄水等が落下することを抑制でき、
衛生性を更に優れたものとすることができる。
【００６９】
　本発明は、上記実施形態に限定されない。例えば、上記実施形態では、物品処理装置と
して組合せ計量装置を一例に説明したが、物品処置装置としては、例えば、Ｘ線検査装置
、近赤外線検査装置、重量選別装置、金属検査装置等であってもよい。
【００７０】
　上記実施形態では、物品として食品を一例に説明したが、物品は他のものであってもよ
い。
【００７１】
　上記実施形態では、分散テーブル２０が振動によって物品を分散させる形態を一例に説
明したが、分散テーブル２０は、回転することによって物品を分散させてもよい。また、
放射フィーダ３０が振動によって物品を搬送する形態を一例に説明したが、放射フィーダ
３０は、例えば、回転駆動可能なコイルユニット（スクリュー）によって物品を搬送して
もよい。
【００７２】
　上記実施形態では、電機ボックス１２０の下面１３０ｂが傾斜している形態を一例した
が、これに限定されるものではない。下面１３０ｂは、傾斜していなくてもよい。衛生性
の観点からは、電機ボックス１２０の下面１３０ｂは、本体フレーム９０側から、本体フ
レーム９０から離れる側に向かって、下方に傾斜していることが好ましい。
【００７３】
　上記実施形態では、開口部１３１の上側縁部に沿って配置された張出部１３４ａは、延
在方向における両端部が下端となるように下方に傾斜している。しかし、この張出部１３
４ａは、延在方向における端部の少なくとも一方が下端となるように下方に傾斜していれ
ばよい。つまり、張出部１３４ａの延在方向の一端から他端に向かって連続的に傾斜する
構成であってもよい。
【００７４】
　上記実施形態では、電機ボックス１２０が本体フレーム９０に固定されているが、これ
に限定されるものではない。電機ボックス１２０は、組合せ計量装置１の他の部分に固定
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定すること無く別置きとし、電機ボックス１２０内の機器等と、計量機構フレーム８０に
収納される機器等とを繋ぐ電線は、フレキシブルチューブ等の内部を通して電機ボックス
１２０まで敷設されるように構成されてもよい。
【００７５】
　上記実施形態では、電機ボックス１２０が幅方向に長い横長の形状を呈する構成を一例
に説明したが、これに限定されるものではない。電機ボックスは、縦長の形状を呈してい
てもよい。この構成においても、蓋は、凸部の下方に位置する。この構成では、設置面積
が小さくても電機ボックスを配置することができる。
【００７６】
　上記実施形態では、電機ボックス１２０が収納ケース１３０を備える構成を一例に説明
したが、収納ケースは、支柱９２が設置される架台の一部であってもよい。つまり、架台
が上面及び側面を有しており、上面における下端の側面からの突出量が、蓋の側面からの
突出量よりも大きい構成であってもよい。
【００７７】
　上記実施形態では、支柱９２の上面９２ａが傾斜している形態を一例にしたが、上面９
２ａは平面であってもよい。ただし、組合せ計量装置１に付着した水滴等を組合せ計量装
置１の外側に導くためには、上面９２ａが傾斜することが好ましい。
【００７８】
　上記実施形態では、集合排出シュート部６０が内側シュート６２と外側シュート６４と
を有する構成を一例に説明したが、集合排出シュート部６０は、内側シュート６２及び外
側シュート６４から構成されるものに限定されない。例えば、集合排出シュート部６０は
、単一のシュートで構成されてもよい。
【符号の説明】
【００７９】
　１…組合せ計量装置（物品処理装置）、２０…分散テーブル、５０…計量ホッパ、６４
…外側シュート（集合シュート）、８０…計量機構フレーム（支持フレーム）、９０…本
体フレーム、１３０…収納ケース、１３０ａ…上面、１３０ｃ…前面（側面）、１３０ｄ
…後面（他の側面）、１３２…凸部、１３２ａ…第１傾斜面、１３２ｃ…第２傾斜面、１
３４…突設部、１３４ａ…張出部、１４０…蓋、Ｅ…下端。
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